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令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率意見書 

 

第１ 審査の対象 

令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率

並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

令和５年７月 28 日（金） 

 

第３ 審査の方法 

市長から提出された健全化判断比率及び公営企業会計の資金不足比率、 

並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が、関係法令の規定に

沿って作成されているかなどに主眼を置き、証拠書類と照合を行うとともに、

関係職員から説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。 

 

第４ 審査の結果 

１ 健全化判断比率 

（１）総合意見 

審査に付された令和４年度決算に基づく健全化判断比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類は、いずれも関係法令の規定に沿って作成され

ているものと認められた。 

健全化判断比率は次表のとおりで、早期健全化基準を下回っていることか

ら財政状況が著しく悪化している状況ではなく、今後とも財政の健全性確保

に努められたい。 

(単位：％）

健全化判断比率 令和４年度 早期健全化基準 財政再生基準

① 実 質 赤 字 比 率 － 13.58% 20.00%

② 連 結 実 質 赤 字 比 率 － 18.58% 30.00%

③ 実 質 公 債 費 比 率 7.0% 25.0% 35.00%

④ 将 来 負 担 比 率 28.0% 350.0% －
※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の早期健全化基準については、あわら市の財政規模に応じた基準
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（２）個別意見 

① 実質赤字比率 

一般会計等の令和４年度決算収支において実質赤字額は生じていない。 

② 連結実質赤字比率 

全会計の令和４年度決算収支において連結実質赤字額は生じていない。 

 

③ 実質公債費比率 

令和２年度から令和４年度までの実質公債費比率の平均は7.0％であり､

早期健全化基準の25.0％と比較するとこれを下回っており、公債費の財政

負担が令和４年度の標準財政規模等に比して著しく過大な状況にはない。 

しかし、今後は北陸新幹線整備関連事業、道の駅「蓮如の里あわら」等

の大規模事業に係る元利償還が増加してピークを迎えることから、実質公

債費比率は増加するものと考えられる。 

 

④ 将来負担比率 

令和４年度末における将来負担比率は 28.0％であり、早期健全化基準

の350.0％と比較するとこれを大きく下回っており、将来の市債償還や債

務負担行為の支出予定額等が令和４年度の標準財政規模等に比して著しく

過大な状況にはない。 

しかし、今後は北陸新幹線整備関連事業、道の駅「蓮如の里あわら」等

の大規模事業等の実施に伴い、地方債現在高の増加が見込まれるほか、財

源不足を補うための財政調整基金の取崩しや、合併特例債残高減による充

当可能財源等の減少で将来負担比率は増加するものと考えられる。 

 

２ 資金不足比率 

（１）総合意見 

審査に付された令和４年度決算に基づく各公営企業会計の資金不足比率及

びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも関係法令の規定に

沿って作成されているものと認められた。 

資金不足比率は次表のとおりで、２つの会計全てにおいて資金の不足額は

生じていないことから経営資金の状況が著しく悪化している状況にはなく、

今後とも経営の健全性確保に努められたい。 

特別会計の名称 令和４年度 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 －

公共下水道事業会計 －
20.0%
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【 審査資料 】 

１ 健全化判断比率等の対象会計等 

健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計等は、次のとおりである。 

農業者労働災害共済特別会計

公 用 地 先 行 取 得 事 業 費
特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

水 道 事 業 会 計

公 共 下 水 道 事 業 会 計

区 分 ・ 会 計 名 等 健全化判断比率等の対象

一
般
会
計
等

一 般 会 計

一 部 事 務 組 合 ・ 広 域 連 合

一般会計等に属
する

特別会計

　地公企法は地方公営企業法、地財令は地方財政法施行令をいう。また、法適用とは地方公営企
業法を全部又は一部適用する公営企業であり、法非適用とは法適用以外の公営企業をいう。

公
　
営
　
事
　
業
　
会
　
計

一般会計等以外
の特別会計のう
ち、公営企業に

係る
特別会計

以外の会計

公
営
企
業
会
計

公営企業に
係る会計

（地公企法
を適用する
事業又は地
財令第37条
の事業）

法
適
用

地 方 公 社 ・ 第 三 セ ク タ ー

(注）1

連

結

実

質

赤

字

比

率

実
質
赤
字
比
率 実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率
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２ 健全化判断比率 

（１）実質赤字比率 

実質赤字比率は、一般会計等における実質赤字額の標準財政規模に対する

比率であり、財政収支のフロー面からその年の決算により生じた実質赤字額

が標準的な一般財源規模のどの程度の割合になるかを示す指標である。 

この比率が一定基準(早期健全化基準：13.58％、財政再生基準：20.00％)

以上となった場合は、基準に応じて財政健全化を図るための具体的な計画

(財政健全化計画又は財政再生計画)の策定及び実施が義務づけられている。 

 

 

ア 実質赤字比率の算定方法

一般会計等の実質赤字額（A)
標準財政規模（B)

(注) 1

2

実質赤字比率 ＝

　一般会計等の実質赤字額は、一般会計及び特別会計のうち普通会計(一般会
計に準ずる会計)に相当する会計における実質赤字の額である。

　標準財政規模とは、標準的な状態のとき通常収入されるであろう経常的な一
般財源の規模を示すものであり、標準税収入額等に普通地方交付税及び臨時財
政対策債発行可能額を加えたものである(以下同じ。)。

 

 

イ 各年度決算における実質赤字比率 

早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 - - 13.58% 20.00%

区　　分 令和３年度 令和４年度
判　断　基　準

 

 

令和４年度決算における実質赤字比率は、前年度と同じく一般会計等の実

質収支が黒字となっていることから生じておらず、財政健全化計画の策定等

が求められる判断基準を下回っている。 
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（２）連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は全会計における実質赤字額(公営企業にあっては資金

不足額)の標準財政規模に対する比率であり、財政収支のフロー面からその

年の決算により生じた実質赤字額が標準的な一般財源規模のどの程度の割合

になるかを示す指標である。 

この比率が一定基準(早期健全化基準：18.58％、財政再生基準：30.00％)

以上となった場合は、実質赤字比率の場合と同じく財政健全化計画の策定等

が義務づけられている。 

 

 

ア 連結実質赤字比率の算定方法 

連結実質赤字額（A)
標準財政規模（B)

(注) 　連結実質赤字額は、一般会計及び公営企業(地方公営企業法適用企業・法非適
用企業)以外の特別会計の実質収支額と公営企業の特別会計の資金の不足額・余
剰額の合計がマイナスとなった場合の額である。

      連結実質赤字比率 ＝ 

 

 

 

イ 各年度決算における連結実質赤字比率 

早期健全化基準 財政再生基準

連結実質赤字比率 － － 18.58% 30.00%

区　　分 令和３年度 令和４年度
判　断　基　準

 

 

令和４年度決算における連結実質赤字比率は、前年度と同じく対象会計全体

の財政収支が黒字となっていることから生じておらず、財政健全化計画の策定

等が求められる判断基準を下回っている。 
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（３）実質公債費比率 

実質公債費比率は、市債元利償還費(繰上償還など臨時的なものを除く)と

公営企業債償還費に対する一般会計繰入金など公債費に準ずる経費に充てた

一般財源が標準財政規模に占める割合から、実質的な公債費の財政負担状況

を示す比率である。 

この比率が一定基準(早期健全化基準：25.0％、財政再生基準：35.0％)以

上となった場合は、基準に応じて財政健全化計画等の策定が義務づけられて

いる。また、18.0％以上の団体は起債に当たり許可が必要となる。 

 

 

ア 実質公債費比率の算定方法 

＝

標準財政規模（E)

　　 ２ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は、普通地方交付税算定に
      おいて基準財政需要額に算入された額である。

(注) １ 地方債の元利償還金は繰上償還などの臨時的なものを除いており、準元利償還金は
      一般会計から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てた
      と認められるもの等をいう。

実質公債費比率

× 100の３か年平均
　－　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（D)

　－　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（D)

地方債の元利償還金(A)＋準元利償還金(B)－元利償還金又は準元利償還金に充てられた特定財源(C)

 

 

 
イ 各年度決算における実質公債費比率 

早期健全化基準 財政再生基準

実質公債費比率 6.7% 7.0% 25.0% 35.0%

区　　分 令和4年度
判　断　基　準

令和3年度

 

 

令和４年度決算における実質公債費比率は 7.0％(前年度比 0.3ポイン

ト増)であり、早期健全化基準の25.0％を下回っているほか、市債発行に

許可が必要な18.0％も下回っている。 

  普通交付税における臨時財政対策債発行可能額の減少（△431,025千

円）に伴い、標準財政規模が減少（△388,133千円）し、実質公債費比率

（単年度）は増加（6.52114→7.65148）した。また、実質公債費比率（3

ヵ年平均）についても、前年度と比較して増加（6.7→7.0）した。 
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（４）将来負担比率 

将来負担比率は、標準的な一般財源の規模に対し一般会計等が将来負担す

べき実質的な負債に係る一般財源の比率であり、いわば一般会計等が背負っ

ている諸債務のストックが標準的な一般財源収入の何年分に相当するかを示

す趣旨の指標である。 

この比率が早期健全化基準である350.0％以上となった場合は、財政健全

化計画の策定等が義務づけられている。 

なお、この指標においては、一般会計等に係る地方債残高や公営企業など

一般会計等以外の会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの

繰出金のほか、損失補償契約に基づき見込まれる負担額等が対象となる。 

 

 

ア 将来負担比率の算定方法 

将来負担額（A) － 充当可能財源等（B)

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額（D)

将来負担比率 ＝
標準財政規模（C) －

 

 

 

イ 各年度決算における将来負担比率 

早期健全化基準 財政再生基準

将来負担比率 35.8% 28.0% 350.0%

区　　分 令和4年度
判　断　基　準

令和3年度

 

 

令和４年度決算における将来負担比率は、標準財政規模が減少（△388,133

千円）したものの、将来負担額が減少（△681,704千円）したことにより、前

年度比7.8％減の28.0％となった。早期健全化基準は下回っている。 
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３ 資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する比率で

あり、公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較

して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標である。 

この比率が経営健全化基準である20.0％以上となった場合は、経営健全化計

画の策定等が義務づけられている。 

 

（１）資金不足比率の算定方法 

資金不足額（A)
事業の規模（B)

(注)　1 　資金の不足額は、公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法
適用企業については流動負債の額から流動資産の額を控除した額を基本とし
て、法非適用企業については一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額を
基本としている。
※ 宅地造成事業を行う企業会計については、土地の評価に係る流動資産
の算定等に関する特例がある。

2 　事業の規模は、法適用企業については「営業収益の額－ 受託工事収益の
額」、法非適用企業については「営業収益に相当する収入の額－ 受託工事
収益に相当する収入の額」により算出する。
※ 宅地造成事業のみを行う公営企業については、「事業経営のための財
源規模」(調達した資金規模)を示す資本及び負債の合計額としている。

資金不足比率 ＝

 
 

 

（２）各年度決算における資金不足比率 

判断基準
経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 － －

公 共 下 水 道 事 業 会 計 － －

(注） 「－」の表示は、資金不足がないことを表している。

資金不足
比 率

20.0%

区　　分 特別会計の名称 令和4年度令和3年度

 
 

令和４年度決算における資金不足比率は生じておらず、経営健全化計画の 

策定等が求められる基準を下回っている。 

 

 

 

 

 

 


